
－ 1 － 

平成 26 年 7 月 31 日 
 

文部科学大臣 下村 博文 殿 
 

公明党 文部科学部会        

顧   問 富田 茂之 

部 会 長 山本 香苗 

部会長代理 稲津  久 

 

 

平成 27 年度予算概算要求に向けた重点施策要望 
 

 

平成 27 年度予算編成にあたっては、以下の重点施策につき、所要の予算の確保に努められるよう、 

要請する。 

 

１．新しい教育を実現するための教員数の確保と質の向上 

公明党義務教育条件整備に関する検討小委員会の「新しい教育を実現するための義務教育条件整

備に向けての提言」（別添）を踏まえ、教職員定数の基礎定数の改善と指導力の育成や研修機会の抜

本的な拡充等による教員の資質向上を同時に強力に進めること。 

 

２．特別支援教育の充実 

特別支援学校の教室不足の解消やバリアフリー化等ハード面での整備を進めるとともに、特別支援教

育コーディネーターの配置や専門性向上、加配教員の充実等ソフト面での支援を推進すること。 

また、デイジー教科書など障がいのある児童生徒のための教科書製作に対する補助を拡充し、必要とす

る児童に無償かつ着実に届く仕組みを構築すること。 

 

３．いじめ・不登校対策 

スクール・カウンセラー、スクール・ソーシャル・ワーカーの配置を拡充すること。 

また、不登校の子どもたちの多様な学びを支援するフリースクールに対する公的支援を行うこと。 

インターネット上のいじめを取り締まるとともに、ネット教育を推進すること。ネット依存症に対しても、厚労省

と連携して実態を把握し、対応を検討すること。 

 

４．学びを通じた地域づくりと学校・家庭・地域の連携協働 

学校支援地域本部や放課後子ども教室、土曜日の教育活動など、学校・家庭・地域の連携による

様々な取り組みとコミュニティ・スクールを一体的に推進すること。そのため、コミュニティ・スクール未導入地

域に対する支援を拡充するとともに、導入後の支援制度を創設すること。 

また、少子化や過疎化を見据え、効果的な遠隔教育を制度化し、導入校に対する支援をすること。 
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５．子ども・子育て支援新制度の本格施行に伴う予算の確保 

既存の認定こども園が新制度に着実に移行できるよう、追加的な財政措置等支援策を講ずること。 

また、大規模私立幼稚園に対する公定価格を見直し、新制度へのスムーズな移行を実現すること。 

 

６．幼児教育無償化の着実な推進 

子ども子育て支援新制度とは別に財源を確保した上で、幼児教育無償化の段階的な導入を着実に進

めること。その際、特に低所得世帯に対する負担軽減を図ること。 

また、就学猶予者等の実態を踏まえ、幼稚園就園奨励費補助金による支援のあり方を検討すること。 

 

７．学びのセーフティーネット構築 

給付型奨学金を創設するとともに、無利子奨学金や返済免除制度の拡充、柔軟な所得連動返還型

奨学金制度を創設するとともに、高校等奨学給付金を拡充すること。 

学校をプラットフォームとした総合的な子どもの貧困対策を推進すること。 

夜間中学を都道府県に 1 ヶ所以上設置できるよう、国として財政支援を行うこと。 

 

８．グローバル人材の育成 

グローバル人材を育成するため、初等中等教育段階からの英語教育の強化やスーパーグローバルハイ

スクールの拡充を図ること。 

2020 年までに日本人留学生倍増を達成するため、高校生留学支援金や給付型の留学奨学金対象

枠の大幅拡大、官民協働留学支援制度を充実させること。 

また、平成 25 年 4月 15 日現在、約 7.1 万人の義務教育段階の日本人の子どもが海外で生活してい

るという実態を踏まえ、在外教育施設への支援（派遣教員の増員、教職員研修機会の拡充、特別支援

教育やメンタルヘルス等に対応する体制整備など）を抜本的に拡充すること。 

海外に長期にわたり滞在した後に帰国する子どもたちが、帰国後も海外での経験と培った能力を発揮で

きるよう、受入れ体制を整えること。 

 

９．学校教育の ICT 化の推進 

教育の IT 化に向けた環境整備 4 カ年計画等により、学校教育の ICT 化を強力に進めること。各学校

に教育指導における ICT活用をサポートする ICT 支援員の配置を進めること。 

 

１０．安心・安全な学校の実現 

学校施設（非構造部材を含む）の耐震化については、平成 27年度末までに 100％完了するとともに、学

校施設の長寿命化対策の推進を図ること。 

学校整備指針に新たに明記された津波対策を着実に進める等、学校施設の防災機能強化を向上させ

ること。また、学校が中心となって地域・警察と一体となって通学路の安全対策を推進すること。 

 

１１．私立学校の耐震化 

私立学校の耐震化については、今年度、耐震改修については例年の 3 倍近く、新設された耐震改築に

ついては 10 倍の申請が出てきている現状を踏まえて、必要な予算を確実に確保すること。 
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１２．2020 年東京オリンピック・パラリンピックへの取り組み 

2020 年東京オリンピック・パラリンピックに向けた準備（国立競技場の改築等）を着実に進めるとともに、

スポーツ庁を創設し、選手強化事業の充実、スポーツ施設の充実や指導者の養成及び資質の向上など、

スポーツに関する施策と予算の一層の拡充を図ること。特に、パラリンピックの会場と競技施設のバリアフリ

ー化が不十分であることから、整備ガイドラインを策定し、パラリンピック拠点整備とともに、競技施設のバリ

アフリー化を強力に進めること。また、パラリンピック選手が介助等同行者を必要とする場合の支援制度を

創設すること。 

我が国においてはスポーツ・健康に関するフィジカルデータが分散し、未解析・未活用の状態になってい

る。これらのフィジカルデータを集積・分析し、メダル獲得や女性アスリートへの科学的なサポート、障害者ア

スリートのトレーニングメソッドの確立等に役立てるためのフィジカルデータ研究・活用基盤を整備すること。 

 

１３．文化芸術立国の実現 

2020 年東京オリンピック・パラリンピックに向け、オリンピック憲章に基づく文化プログラムを全国で 展開

できるよう､十分な予算を確保すること。また、「日本遺産」を創設し、文化財の活用を進める自治体等への

重点支援を行うこと。 

「次代を担う子どもの文化芸術体験事業」や「文化遺産を活かした地域活性化事業」の拡充のため、

十分な予算を確保すること。 

障がい者が自主的かつ積極的に文化・芸術活動に取り組めるよう、必要な環境整備を進め、障がい者

による文化・芸術の更なる振興に取り組むこと。 

 

１４．大学改革の推進・支援 

国立大学のグローバル化、地域再生・活性化、イノベーション機能の強化、女性・若手・外国人研究

者の活用拡大等による機能強化を推進するとともに、教育研究の基盤となる施設・設備の整備を計画的に

推進すること。 

大学改革や地域社会・グローバル社会を支える人材育成、障がいのある学生に対する支援等に積極的

に取り組む私立大学を支援するため、私学助成の充実を図ること。 

被災学生に対する授業料減免措置を継続させること。 

 

１５．科学技術立国の実現・イノベーションの創出 

iPS 細胞など再生医療やがん対策等医療分野の研究を加速化するとともに次世代スーパーコンピュー

タの開発、次世代エネルギー技術開発、海洋資源開発、防災・減災対策の推進など、社会・経済を変

革するイノベーションの創出に資する重点分野やシステムを改革する取り組みへ、必要な予算を十分確保

すること。 

イノベーションの源泉となる科学研究費補助金の確保・拡充を図ること。その際、研究と出産・育児・介

護等との両立や研究力の向上等による女性研究者の活躍を推進するため、制度改革を可及的速やかに

行うこと。両立支援等を中期計画等に位置付け、継続的かつ計画的に推進する国立大学や研究機関等

に対してインセンティブを付与すること。 

我が国の大学のネットワーク環境の基盤を支える学術情報ネットワーク（SINET）の高度化・高速化を図

り、安全で安定的な運用ができるようにするため、必要な予算を確保すること。 

 

以 上 


